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研究成果の概要（和文）： 不登校を伴う発達障害のある子どもの心理・行動特性を明らかにし、支援体制を構築する
ことを研究の目的とした。病弱特別支援学校において全国調査を実施した。また不登校等の二次障害については、ＣＢ
ＣＬやＴＲＦ、ＹＲＳを使用して、情緒および行動の適応状況をアセスメントし、その結果から支援のあり方を検討し
た。身体症状が強い児童生徒や昼夜逆転等で生活リズムが崩れている児童生徒を対象にアクティグラフを活用し、行動
記録をとり、身体活動量から生理学的にその実態を明らかにした。

研究成果の概要（英文）： Our purpose was to perform empirical research about psychology, behavioral charac
teristic and support systems of children refuse school with developmental disabilities. Assessment of emot
ions and actions used CBCL, TRF and YSR. We evaluated each child's emotions and actions respectively from 
parents, teachers, and individual/personal viewpoints, and discuss the state of support be provided. 
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

 文部科学省から出された「今後の不登校の在り方につい

て」の中でもＬＤ、ＡＤＨＤ等による不登校の対応策が

課題であることが明示され、中央教育審議会から出された

「特別支援教育を推進するための制度の在り方について

(報告)」においてもＡＤＨＤ、高機能広汎性発達障害の児

童生徒に対する支援の在り方が喫緊の重要課題としてあ

げられている。しかし、不登校等の二次障害についての具

体的な対応策については出されていない。奥野ら(2000)が

行った調査研究では、心身症等の心の問題による不定愁訴

を訴える子どもの数は、小児科を受診する者の約６%、学校

の保健室利用の児童生徒のうち約 10%を占めていることが

明らかにされた。その中で例えば、ＡＤＨＤの児童生徒に

ついては、心身症合併率が 57.7％、不登校が 19.2％である

ことが明らかにされているが、中学生だけを取り出せば、

不登校の併発は 39.9％であった。また、鈴木･武田ら

(2008)は、全国の特別支援学校(病弱)の中学部、高等

部在籍生徒のうち 42.5％の生徒が不登校等の適応障

害であること、それら適応障害がある生徒のうちの

28％がＬＤ、ＡＤＨＤ、高機能自閉症等の発達障害が

あることを明らかにした。発達障害の中でもアスペ

ルガー症候群が 39.2％と最も多く、次に ADHD が

24.9％、高機能自閉症 14.7％であり、すなわち高機

能広汎性発達障害は 53.9％を占めた。特に、注意を

要するのは入院後はじめてアスペルガー症候群であ

ると診断されたケースが多いことである。不適応に

なってもアスペルガー症候群であることが発見され

にくく、小中学校等で配慮されることなく、重篤化し

て入院してくる。小中学校等における二次障害の予

防のための支援体制を考えて行く必要がある。 

 

２．研究目的 

 ＬＤ、ＡＤＨＤ、高機能広汎性発達障害で不登校等の

二次障害により心身症や不安障害、適応障害等の診断に

て、小児科、児童精神科に入院し、特別支援学校(病弱)に

在籍する児童生徒が増加しており、その対応が大きな教育

の課題となっている。そこで本研究では、全国の病弱特別

支援学校における発達障害のある児童生徒の在籍状況等

を明らかにするとともに、同様の状態を呈する知的障害特

別支援学校高等部の実態を明らかにすることを目的とす

る。 

 

３．研究方法 

以下のことを通して、心理・行動特性を把握し、指導・支

援のプロセスを明らかにしていくことを目的とする。 

(1)米国 T.M. Achenbach らが開発し、国際的に通用してい

る子ども用の情緒や行動の包括的な質問紙［親用の

CBCL(=Child Behavior Checklist) 、 教 師 用 の

TRF(=Teacher's Report Form)と本人用の YSR(=Youth Self 

Report)］を使用し、親、教師、本人の三者の立場から多面

的に情緒や行動を評価し、客観的・主観的実態を検討し、

３者間のずれ、プロフィールの特徴を解析し、心理・行動

特性を明らかにする。 

(2)その際に、精神症状(不安感，緊張感，抑うつ感等)、身

体症状(心理社会的要因による)、攻撃的行動等の反社会的

行動と病的不安との因果関係、不登校の直接の原因とその

発生時期、期間、経過を明確にし、それらと調査結果との

関連性を明らかにする。 

(3)身体症状が強い児童生徒、昼夜逆転等の生活リズムの

崩れている児童生徒、攻撃的あるいは多動な児童生徒を対

象に腕時計型小型高感度加速度センサー(米国 A.M.I 社製

マイクロミニ型アクティグラフ)を活用し行動記録をとる。

そして、その実態を把握し、生理学，行動学的にその変容

を明らかにする。その際に、AMI-FAST ソフトで睡眠状態や

持続的集中力の変動を捉え、異常値を確認しながら本人や

家族、支援する人々の指標とする。 

(4)本人、親、教師の評価が著しくずれているケースや、適

応状態に改善がみられた児童生徒の事例研究を行い、学校

適応(特別支援学校への適応と小学校、中学校への適応を

含む)への障壁、その再適応への過程を明らかにする。 

(5) (1)、(2)、(3)、 (4)を検討する中で、個々の児童生

徒の実態に応じ、柔軟な教育課程の在り方(高機能広汎性

発達障害のある児童生徒に配慮した教科学習と自立活動

の時間を中心に本人へのストレスマネージメントを中心

に、心理的適応にかかわる指導内容，方法の在り方)、教育、

医療，保護者の連携の在り方を明らかにし、支援体制を構

築するモデルを明示すると共に、適応状況に改善がみられ



た事例を検討していく中で、発達障害のある子どもの二

次障害予防のための学級・学校支援ガイドブックを

作成することである。ガイドブックは、発達障害のあ

る子どもが不登校等の二次障害に陥らないよう事前に予

防することを目的として作成する。 

 

４．研究成果 

 （１）心身症・適応障害、発達障害に関する特別支

援学校(病弱)への全国調査 

 【目的】 

全国の病弱特別支援学校における心身症・適応障害、

発達障害のある児童生徒の在籍状況や教育課程上の課題

を実態調査する 

【方法】 

研究の方法は質問紙郵送・回収方式によるアンケ

ート調査を実施した。調査対象は，全国の病弱特別支

援学校 86 校に対して、2012 年 9 月～10 月に調査を

実施した(平成 24 年 9月 1日現在での状況を記入)。

調査内容は、ＬＤ、ＡＤＨＤ等で適応障害のある児

童・生徒の在籍状況、教育課題等についてである。 

【結果】 

回収率は、86 校中 63 校から回答を得ることがで

き、73．3%であった。対象となった児童生徒数は 2990

人であり、不登校等の適応障害になり発達障害のあ

る児童生徒数は、671 人（22.4％）であった（表１）。

小学部 117 人(12．0%)，中学部 251 人(27．2%)、高

等部 303 人(27.7%)であった。 

 

表 1 発達障害で適応障害のある児童生徒数 

 

（ ）内の数字は自宅通学者の人数 

 

 在籍状況(生徒数)を障害と診断・判断された結果

は、アスペルガー症候群が 152 人(22．7%)であり、

最も多かった。ＡＤＨＤ78 人(11．6%)、高機能自閉

症 42 人(6．3%)、ＬＤ33 人(4．9%)であった。その他

の障害名については、広汎性発達障害 63 人、自閉症

10 人、軽度知的障害 2人、ＡＤＤ1人、統合失調症 3

人、うつ病 1 人、睡眠障害 3 人、摂食障害 1 人、チ

ック症 1 人、妄想性障害 1 人、適応障害 4 人でその

他は未記入であった。その他が 366 人(54．5%)であ

った。調査が可能であった 63 校について、「医師か

らＬＤ、ＡＤＨＤ等の診断を受けている」ケースの児

童生徒数のみを 2002 年度、2005 年度、2012 年度の

調査と比較した結果、全体では 4．3%から 9.0%、そ

して 22．4%と大きな増加が認められた。中学部のみ

でみると 6.1%から 10.9%、そして 27.2%に、高等部に

おいては 2.3%から 7.0%、そして 27.7%に著しい増加

が明らかになった。また、発達障害のない心身症・不

安障害などのある児童生徒と比較して、発達障害の

ある児童生徒の困難さについて、自分を客観視でき

ない、感覚過敏である、意欲が低下している暴言・暴

力、自傷などの反社会的行動が多いなどの報告があ

った。 

【考察】 

教育課題上の課題として、適応状態を改善する指

導内容の工夫に重点を置かれていることが明らかに

された。たとえば、学習環境の構造化、視覚化された

呈示の仕方、対人関係スキルを重視した自立活動の

充実などである。二次障害がもうすでに生じている

場合は、第一段階として二次障害への受容的な対

応 、第二段階として障害特性への支援 、第三段階と

して知的機能への配慮を可能な限り同時期に行って

いくことが求められる。 

   

（２）知 的 障 害 特 別 支 援 学 校 高 等 部 に 在 籍

する発達障害のある生徒の二次障害に関す

る調査 

 【目的】 

知的障害特別支援学校高等部に在籍する軽度知的

障害や発達障害がある生徒の多くは、不登校、非行、

いじめの対象などの過去があり、挫折経験や叱責さ
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れた経験が多く、自己肯定感が低い傾向にあると考

えられる。本研究では、知的障害特別支援学校高等部

に在籍する軽度知的障害や発達障害のある生徒がど

のような適応上の問題や二次障害を抱えているかを

明らかにすることを目的とした。 

【方法】 

特別支援学校（A 支援学校、B 支援学校、C 支援学

校、D支援学校）の高等部知的障害学級に在籍する生

徒の学級担任から Teacher’s Report Form（TRF）

に記入してもらい、生徒の評価に対する回答を求め

た（回収率 100％）。対象としては各学校において軽

度知的障害と考えられている教育課程に所属してい

る生徒のみとした。 

【結果】 

 161 人が分析対象者となった。男女比は、男子 108

名、女子 53 名であり、学年比は、1 学年が 64 名、2

学年が 46 名、3学年が 51 名であった。出身比は、地

域の中学校からの進学者が 97 名（うち男子 66 名、

女子 31 名）、特別支援学校中学部からの内部進学者

が 64 名（うち男子 42 名、女子 22 名）であった。 

  内向尺度においては 52％が、外向尺度においては

42％が、総得点においては 49％の生徒が臨床域であ

った。約半数の生徒が外向的な問題のみならず内向

的な問題も抱えていることが明らかにされた（図 1）。 

 

 
図 1 TRF 分析結果をそれぞれの尺度において 3 領域（臨床域、

境界域、正常域）に分けた時の人数の割合（％） 

 

地域の中学校からの進学者と特別支援学校中学部

からの内部進学者との比較について、ｔ検定の結果、

「不安・抑うつ」では 10％水準で有意な傾向が見ら

れ、「非行的行動」では 5％水準で有意な差が見られ

た。地域の中学校からの進学者の方が特別支援学校

中学部からの内部進学者に比べて「不安・抑うつ」、

「非行的行動」に高い傾向、又は高いことが明らかに

された。また、それぞれの下位尺度に対して 3 つの

領域（臨床域、境界域、正常域）と地域の中学校から

の進学者と特別支援学校中学部からの内部進学者と

の人数についてクロス集計を行い比較した結果、「ひ

きこもり」、「不安・抑うつ」、「社会性の問題」、

「注意の問題」、「内向尺度」に関して有意な差が見

られた。正常域に関しては、「ひきこもり」、「不安・

抑うつ」、「社会性の問題」において、内部進学者の

方が地域の中学校からの進学者よりも有意に多かっ

た。臨床域に関しては、「ひきこもり」、「不安・抑

うつ」、「注意の問題」、「内向尺度」において地域

の中学校からの進学者の方が内部進学者よりも有意

に多かった。 

【考察】 

知的障害特別支援学校高等部に在籍する発達障害

のある生徒において、地域の中学校からの進学者の

方が特別支援学校中学部からの内部進学者と比較し

て、不登校などの不適応状態を呈していることが明

らかになった。不適応状態になった理由としては、地

域の中学校からの進学者の特別支援学校入学時まで

における環境面の不備が挙げられる。ＬＤ、ＡＤＨＤ、

自閉症等の障害特性や軽度知的障害について理解さ

れにくく、学習面においては適切な配慮をしてもら

えないことが多い、いじめに対する適切な対処がな

されてこなかったなどが考えられる。また、二次障害

が思春期前後から増える要因としては、他者から見

た自分を意識し、比較することによる自尊感情の低

さが関係していると考えられる。また、本人の性格や

障害特性からくる脆弱さも二次障害を引き起こす要

因として挙げられる。ストレスに対処するための方

策作りや今まで以上の環境調整が必要である。 

 

 （３）事例研究 

1．不登校、広汎性発達障害、社会不安障害と診断



されたＡさん 

広汎性発達障害、社会不安障害と診断されたＡさ

んは、小中学校で不登校経験を経て特別支援学校、高

等部に入学した。 

Ａさんは思考の偏りがあり、そのため経験の中か

ら自然に様々な社会的スキルや考えを獲得しにくい

特性があった。また自分では不安を特定できないた

めに、小さな一つの不安が漠然と大きな不安へと広

がってしまい、結果身動きが取れなくなり、学校には

非社会的行動を家庭には反社会的行動を呈してい

た。 

３年間にわたる事例研究を通して、ＴＲＦ、ＣＢＣ

Ｌ、ＹＳＲの変化（図２、３）とＡさんの成長を報告

する。高等部に入学してきた当初は、母親の評価

（CBCL）は、「身体的訴え」が境界域であり、あとは

すべて臨床域であった。教員の評価（TRF）は、「引

きこもり」「不安・抑うつ」「思考の問題」が臨床域、

「身体的訴え」「社会性の問題」「注意の問題」「攻

撃的行動」が境界域であり、「非行的行動」が正常域

であった。それに対して、本人（YSR）は、「不安・

抑うつ」が臨床域であり、「引きこもり」「「思考の

問題」「注意の問題」が境界域、「身体的訴え」「社

会性の問題」「非行的行動」「攻撃的行動」が正常域

であった。 

学校においては、少人数で受容的な対応と提案・交

渉型アプローチを心がけて指導支援が行われた。紙

面の都合上、具体的な指導・支援の内容は省略する。

高等部３年生の卒業時のASEBAによる母親の評価は、

「引きこもり」「「思考の問題」が臨床域であり、後

の下位尺度はすべて正常域であった。また、教員にお

いては、「不安・抑うつ」「思考の問題」が臨床域で

あり、残りの下位尺度はすべて正常域であった。母

親、教員の評価は適応に向かっていることを意味す

るものであった。実際に学校生活・家庭生活は落ち着

き、情緒的にも安定していた。しかし、本人の評価は、

「非行的行動」が正常域、「身体的訴え」が境界域で、

後はすべて臨床域であった。一見すると本人の状態

が悪くなったと考えることもできるが学校に適応

し、ほとんど休むこともなく登校してきた。このよう

な状態は、本人が自分自身の不安について意識化で

きるようになり、様々な不安を言語化できるように

なったものと推測できる。自分ではできない、わから

ないと思っていたことが教員との関係性の中で、提

案・交渉しながら学習や日常生活を行っていく過程

で自尊感情が高まったものと考えることができる。 

就職して社会人１年目時には本人自身の評価は、

「不安・抑うつ」のみ臨床域であり、後すべてが正常

域になっていた。母親についてはすべてにおいて正

常域であった。 

 

図 2 ASEBA による高等部 1 年時の評価（母、教員、の本人） 

 

図 3 ASEBA による高等部 3 年時の評価（母、教員、の本人） 

 

（４）ガイドブックの作成 

学校において二次障害を予防する手立てとして、

１．国際生活機能分類（ICF）を活用し、子どもの実

態を整理すること、２．子どもの情緒と行動のチェッ



クリストを活用することで不適応状態とその程度を

把握すること、３．学級集団の中での問題発生や悪

化を予防するために、問題の発生を予防する一次予

防、問題の悪化を防ぐ二次予防、問題による二次的な

社会的不利益を防ぐ三次予防の視点で学級における

プログラムを作成することなどを行った。以上の視

点で事例研究をまとめていく過程においてガイドブ

ックとして研究期間に３冊作成した。 
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